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基準４ 教育内容・方法・成果    

４. 成 果 

１ 現状の説明 

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか 

＜教育目標に沿った学習成果の測定と指標の開発＞ 

 全学の教育目標の下に，各学部・各研究科において学則別表に人材養成の目的を定め，

学位授与方針をはじめとする方針を明示しており，これら目的や方針を基準として学習成

果を検証することが可能である。多くの学部では，初年次から演習科目（ゼミナール）を

必修としており，さらに３年次・４年次の演習科目での主体的な学習活動や，４年次に配

置された「卒業論文，卒業研究・制作」における探究的な学習活動等によって，個々の授

業科目の到達目標を達成した後に，総合的な学習成果を測定する重要な科目を設定し，学

習成果を確認している。 

 学生の学習実態や教育環境を把握するために「教育開発・支援センター」による「授業

改善のためのアンケート」，自己点検・評価全学委員会における「学修環境に関する学生

アンケート」を実施し，さらに「就職キャリアセンター」が進路状況を把握して「就職概

況-明大生の就職データブック-」（基準６参照）を作成している。この他，学位取得状況，

国家資格等の取得状況を収集し「学事記録」「本学の概況資料集」としてまとめており，

これらは教育目標の達成状況を把握するための重要な資料としている【4(4)-1-1：152 頁，

264頁】【4(4)-1-2：26頁，71頁】。 

 国家試験指導センターにおいては，進路状況は重要な成果指標であり，特に司法，公認

会計士，公務員等を目指す学生も多いことから「国家試験指導センター」を置き，学習成

果を進路につなげる支援を行っている。2013年度には法曹資格取得者 65名を輩出し，公認

会計士については在学生合格者 29 名のうち 26 名が同センターに所属しており，国家総合

職試験には５名の最終合格者を輩出した。【4(4)-1-1】 

 学習成果を高めている組織として「心理臨床センター」による臨床心理士養成のための

支援は特筆される。同センターでは大学院文学研究科臨床人間学専攻の「臨床心理実習」

を支援し，大学院学生は専門相談員の指導を受けながら，2013年度は，初回面接の陪席 58

回，面接や心理検査の担当 828 回行い，センター全体の面接回数の確保の努力（2013 年度

は 3,014 回，前年比 203 回増）に伴って陪席・担当回数も増加した【4(4)-1-3】。その結

果，臨床心理士資格試験において，2013 年度には受験者 10 名中 9 名が合格し(全国合格率

62％)，過年度の実績も，2011 年度受験者 6 名のうち合格者 5 名，2012 年度合格者受験者

11名全員が合格と高い水準を保っている。2006年度に博士前期課程修了生を輩出して以降

の修了生 61名（62名中）が合格している。大学院文学研究科臨床人間学専攻臨床心理学専
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修は日本臨床心理士認定協会指定大学院（第１種)である【4(4)-1-4】（センターの概要に

ついては基準８を参照）。 

＜学習成果を測定するための評価指標開発の状況＞ 

 教育効果を測定するための評価指標の開発については，「教育開発・支援センター」が

責任主体となっている。グローバル人材を育成する科目群である「国際協力人材育成プロ

グラム科目」については，教育開発・支援センターの下の「教育の国際化専門部会」にお

いて開発したルーブリックによる学習成果の測定（詳細は基準４(３)，【4(3)-1-33～38】

を参照）の他，次項で説明するように「図書館利用リテラシーに関するプログラム評価」，

「ｅラーニング（メディア授業）」においても学習成果の測定を行っており，授業科目や

プログラムレベルではあるものの，学生の学習成果を測定するための評価指標を開発し，

適切に成果を測るよう努めている。 

＜初年次教育における学習成果指標の開発と検証＞  

 学部間共通総合講座「図書館活用法」では，授業の学習達成目標を予め設定し，「図書

館活用法タスクフォース」が毎学期「総合テスト」及び「アンケート」を分析し，目標の

達成度を検証している。最終授業時の履修者アンケートでは，「図書館の資料，情報の探

し方が分かるようになった」，「効率よく探せるようになった」という情報・文献検索に

関する感想と，「レポート・論文の書き方の基本を知ることができた」というレポート・

論文作成に関する感想が多く挙げられ，本授業が学生の情報リテラシー能力の向上に効果

を上げていることが示されている【4(4)-1-5～7】。2013年後期に実施したアンケートでは，

回答者の９割が「授業内容が役立った」と答えている。こうした検証結果をもとに授業改

善に結びつけている【4(4)-1-8】。 

 2012 年度末から始めた図書館活用法の『授業履修者の４年次における追跡アンケート調

査』を 2013年度末にも実施した。その結果，回答者の９割が，「授業・勉強などの学術の

場で授業内容が役立った」と答えた。具体的には，「レポート，論文執筆時に，必要とす

る情報を見つけることができた」「参考にする文献の数が増えた」などの回答があり，本

授業を履修することにより身についた情報リテラシースキルが，３・４年次になった段階

においても役立っていることが示され，長期的に効果を上げていることが判明した

【4(4)-1-8】。また，前出の『追跡アンケート』において「１年次での履修が効果的」と

の結果が出ているため，１・２年生の履修者を増加させることを目的に，和泉キャンパス

（文系１・２年生のキャンパス）における開講時限を 2014年度も引き続き前期・後期とも

２時限ずつ開講する。2013 年度にはレポート作成に関わる学習達成目標の達成度を評価す

る「ルーブリック」を活用することとし，カリフォルニア大学バークレー校教育学習セン

ターと遠隔講義によるワークショップ（2013年７月 30日開催）を行った。図書館活用法の

授業に係わる９名の教職員がルーブリックの作成方法を学び，評価指標の開発をより一層

進めている【4(4)-1-9】。学習成果指標の開発によって学生の学習達成度を検証し，その
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結果から教育課程や教育方法の改善につなげている（「図書館活用法」の教育課程・教育

内容の詳細については，「基準４（２）教育課程・教育内容」を参照）。 

＜「授業改善のためのアンケート」の実施と学習成果の検証＞ 

 教務部長を責任者とする「教育開発・支援センター」では，全学部対象の「授業改善ア

ンケート」を実施している。2013 年度実施科目数は，前期 2,356 科目，後期 2,120 科目，

回答者は前期 91,631 名，後期 69,795 名である。対象教員数は 2,384 名であり，前期の実

施教員数は 1,269名で，後期は 1,165名であった【4(4)-1-10】。2013年度から，アンケー

トの趣旨及び要領に加えアンケートの質問項目を変更した。従来のアンケートでは「学生

満足度」を測る項目を中心としていたが，2013 年度からは「学生の自主的な学びを引き出

す授業になっているか」「学生に新しい知識，考え方を教授する授業になっているか」を

検証できるよう設問項目を変更し，分析方法については，学生が「講義を熱心に受講した

か」「新たな知識や考えを得ることができたか」という設問と，教授方法についての設問

との相関係数を算出し，関係性の高い項目を並び替えて示すこととした。また各科目分類

の集計平均値と担当科目の比較を数値化することで，教員の教授法について強みや弱みが

分かりやすいように表示するよう工夫している。アンケートの集計結果並びに検証結果に

ついては，教務部委員会で報告し，各学部に周知している【4(4)-1-11，12】。 

また 2013年度全体としては，学部ごとにアンケート実施報告書の冊子版を作成し，ほと

んどの学部で窓口にて公開されている【4(4)-1-13】。授業改善をより一層支援するために，

授業改善アンケートを検証ツールとして，授業の改善につなげている。 

＜「学修環境に関するアンケート」の実施と学習成果の検証＞ 

 学長を委員長とする「自己点検・評価全学委員会」を実施主体として，「学修環境に関

する学生アンケート」を実施している。2012年度に「試行版」として，2013年１月～２月

に，学部及び大学院学生の 648 名に対し初めて実施した。内容は，本学の理念・目的や各

学部の３つのポリシーの有効性，学修成果や満足度，修学支援や生活支援の適切性，教育

研究支援に対する学生の評価などであり，試行版としたのは設問項目の妥当性そのものの

検証も目的としたためである。このアンケートの結果では，本学のカリキュラム（授業科

目の体系）に対する満足度は 72.5％と概ね肯定的な水準にある。肯定率は学年進行ととも

に高くなる傾向にあり，学習の深化とカリキュラムは適合しているものと思われるが，性

別による差異や学部別の分析を実施することが課題となった。学生の学習成果に対する自

己評価（大学で学びたいことを学ぶことができたか）については，肯定的回答が 75.8％と

概ね高い水準にあり，肯定的回答は学年ごとに高まっている。また，全般的な傾向として，

入学時の志望大学としては順位が低い者がいるものの卒業時には本学の学習に満足してい

る者が多い傾向あり，学習成果の傾向は良好と判断できた【4(4)-1-14】。調査結果につい

ては 2013 年７月 17 日開催の「自己点検・評価全学委員会」を通じて全学的に共有してい

る。 
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 2012 年度「試行版」の調査結果をもとに，標本数や設問及び分析視点の適切性について

同委員会の下に設置されている「編集小委員会」において検討し，2013 年度には「拡大試

行版」を，2014年１月～２月に，1,994名の学部及び大学院生を対象に実施した【4(4)-1-15】。

初回と比較し，設問については教育目標と教育課程の関係性といった学部等における組織

的な教育活動に関する視点に加え，さらに学生の１日あたりの学習時間等，学生個々の学

習活動にも焦点を当てた。アンケート集計については，分析のための仮説を設定した上で，

クロス集計を行う等して，本学の特性を浮き彫りにすることを試みた。例えば「教育目標

の理解度と学習や生活満足度の関係性」においては，「教育目標の理解度が高い方がカリ

キュラムや学生生活の満足度が高い」等の結果が示される。また，学部毎に主要設問を「マ

ッピング形式」で平均値との差を示す等，視覚的な見やすさにも配慮した。分析結果は，

2014 年 7 月の自己点検・評価全学委員会で共有するととともに，評価情報事務室が「分析

結果報告会」を学内２キャンパスにて開催し，調査結果の読み方を共有し，学生の学習実

態についての理解を深めた。 

＜卒業生の進路状況の把握＞ 

 過去３ヵ年（2011年度～2013年度）の「卒業生に対する就職率」の推移は，概ね 70％程

度であり，10％超の学生が大学院に進学し，15％程度の学生がその他（自営，就業継続，

資格試験準備，帰国した者，一時的な職に就く者，進路未提出者等）となっている。2013

年度の学部卒業生数に対する就職者数の就職率は 73.1％（2012 年度 72.5％）であった

【4(4)-1-16：表 32】。景気は徐々に回復の気配をみせ，学部卒業生の就職率がわずかでは

あるが上昇した。最近３ヵ年の各学部別の卒業生・修了生に対する進路状況（就職，進学

等）は，別表のとおりである。文系学部では，公務員志望の学生が年々増えており，官公

庁への就職者は 2013年度 367名（2012年度 364名）で，わずかではあるが前年より増えて

いる。理系学部（理工学部，農学部）については，昨年とほぼ同割合の卒業生全体の 52.8％

が民間企業へ就職したが，その他の進路の減少などにより大学院への進学者が増加した。

また，各学部では進路状況を把握することにより，人材養成の目的に沿った卒業生を育成

できているか検証する一つの手段としている。 

資格課程は教職等への進路支援を行っている。2013 年度の小学校，中学校，高等学校，

養護学校，専修学校への教員就任者は 100名であった。このうち専任採用者は 33名であり，

過去数年，大きな変動はない。 学芸員養成課程では，2名が終了と同時に博物館および関

連職種に就職したほか，博物館職員録で確認できた範囲で，新たに 4 名が異動によって学

芸員となったことが確認できた。司書課程履修学生からは，司書職採用試験合格者（正規

雇用）を４名輩出することができたほか，３名の司書教諭資格を有する教員を輩出するこ

とができた。 

＜大学院の卒業生の進路状況の把握と学習成果を測定する指標の開発＞ 

 過去３ヵ年（2011年度～2013年度）の博士前期課程及び博士後期課程の修了生に対する

進路状況（就職，進学等）は，博士前期課程においては凡そ 55％前後が就職，５％程度が
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進学，40％がその他であり，博士後期課程においては凡そ 55％前後が就職，40％程度がそ

の他となっている。「その他」が多くなっている研究科については留学生の帰国によると

ころが大きい要因となっている【4(4)-1-16：表 33,34】。博士前期課程の主な進路として，

博士後期課程進学のほか，民間企業，公務員，教員等が挙げられる。博士後期課程修了者

の主な進路としては，任期付きの教員・研究職や民間企業の高度な専門職などが挙げられ

る。また，2011 年度から本学においても助教を任用しており，助手，助教及びポスト・ド

クターへの任用は，若手研究者のキャリアパスに有効に機能することが期待される。 

 大学院における学習成果の測定は，学位授与状況【4(4)-1-16：表 31】，日本学術振興会

特別研究員採用状況（ＤＣ１・ＤＣ２・ＰＤを合せて，2013 年度８名，2012 年度 14 名，

2011年度 12名）等を指標としている。文部科学省の教育改革支援事業（大学院ＧＰ）採択

による効果もあり，博士学位（課程博士）授与者数を増加させている研究科・専攻もあり，

各研究科は教育目標に沿って適切に成果を挙げている。 

＜ユビキタス教育（ｅラーニング）や情報教育の学習成果を測定する指標の開発＞ 

 本学では一部の科目（2013年度は 31科目）について，同一科目を対面授業とメディア授

業（ｅラーニング）の２つの方法で開講しているが，教育方法の違いによって教育の質に

違いがないよう，学習成果の測定に取り組んでいる。 

 メディア授業（ｅラーニング）による学習成果は，「ユビキタスカレッジ運営委員会」

において，「カークパトリックモデルを活用した調査」で測定しており，レベル１

（Reaction：満足度）とレベル２（Learning：理解度）の段階で把握を行っている。 

 レベル１（満足度）のアンケート設問については「究極の質問」を利用している。「究

極の質問」とは，「この○○を友人や同僚に薦める可能性はどのぐらいありますか」とい

う単純なものである。加えて授業評価として重要な (1)授業方法，(2)学生が学びたいこと

が学べたか，(3)学問への興味が高まったかの３点について調査している。レベル２の理解

度チェックについては，「メディア授業の単位取得率と成績」の分析に加えて「同じ科目

の対面授業の単位取得率と成績」の比較によって行っている。 

 司書課程・司書教諭課程・教職課程のメディア授業科目の調査結果について，「学びた

いことが学べた」「科目自体も好きになった」という傾向が明確となっており，肯定的に

評価することができる。理解度の判定としては，単位取得率は同一科目における対面授業

86.3％と同水準の 85.4％となり，成績も同一科目の対面授業（成績上位者：評価がＳまた

はＡのもの：52.0％）を超える（成績上位者：58.0％）である。2013 年度は，初めて対面

授業よりもメディア授業の履修者が多くなった年度であり，2012 年度に比べて履修者数が

2.5倍となったにも係らず効果を示す結果が得られた。これらの結果より，ｅラーニング（メ

ディア授業）は対面授業と同等の効果が示され，本学のｅラーニング（メディア授業）は

教育の質保証の観点からも優れた成果を上げている【4(4)-1-17 ～19】。 

特別入試による入学者を対象としたリメディアル教材（ｅラーニングによる大学入門講

座「英語」「国語」）についても，「ＮＰＳを用いた受講満足度調査」と「事前・事後チ
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ェックリスト」によって学習成果の測定を行っており，検証結果は教務部委員会等におい

て全学的に共有し，教材の改善に活用している【4(4)-1-20】。 

 「ｅプレゼン・コンテスト」の学習成果の検証については，この教育目的は新しい教育

方法の普及にあるので，参加者に参加理由を調査するとともに，参加しなかった学生につ

いても「学生サポーター」の協力を得て不参加理由のヒアリングを行っている。また，参

加学生については，海外の学生と協同でコンテンツを制作するプロセスや，成果物として

のコンテンツが審査されることによって学習成果を確認できている。また，2013 年度の第

3回大会からは，敗者復活の場を設置し必ず２回チャレンジする機会を設け，さらにベスト

エフォート賞を新設，予選から決勝に飛躍的に向上したチームを表彰した。出品されたす

べての作品をインターネット上に公開，予選については，審査委員の講評を公開し，自ら

が他の人の作品と講評を見て考えて再チャレンジする機会を設け，学びを促進している【基

準４（３）を参照】。 

「情報教育科目」においては，「教育の情報化推進本部」において，学習成果を測定す

る指標を「ＩＣＴベーシックⅠ・Ⅱ」に「ミニマム・リクワイアメント」を設定し，基準

達成度の確認と授業における改善課題の明確化に取り組んでいる。ミニマム・リクワイア

メントにより，担当教員が異なっていても，最低限必要な共通の知識・技能が習得できて

いる【4(4)-1-21,22】。 

 

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか 

 学士課程では，明治大学学則第２条の２に修業年限及び在学年限を，同 44条に学業成績

の認定を，同第 45条に学位授与について規定しており，各学部では教育目標に沿った学位

授与方針を踏まえ，同学則別表１に卒業要件を規定している【4(4)-1-23：第 2 条，第 44

条，第 45 条，別表 1】。学生には，学部便覧で卒業要件を明示している。卒業判定は，各

学部において，成績判定の後，教授会規程第７条に定められた「卒業判定教授会」におい

て行われており，学生には書面にて結果を通知している。３年または 3.5 年の早期卒業制

度は，法学部，商学部，経営学部，情報コミュニケーション学部，国際日本学部および理

工学部応用化学科で行われている。2010年に入学した者のうち 2014年３月には卒業した学

生は 6,216名おり，標準修業年限内卒業者は 84.0％である。なお，2013年４月入学者のう

ち１年以内に退学したものの率（新入生の年間退学率）は 1.9％で低い水準に留まっている

【4(4)-1-24】。 

 博士課程・修士課程における学位授与は，明治大学大学院学則及び明治大学学位規程に

基づき行われている【4(4)-1-25：第 31 条～第 36 条】【4(4)-1-26】。各研究科では教育

目標に沿った学位授与方針を踏まえて修了要件を設定するとともに，各研究科別に「学位

（修士・博士）取得のためのガイドライン」を策定し，授与学位名，修了要件，学位請求

プロセス，論文に求められる要件（「学位論文審査基準」），学位審査の概要（論文審査，

合否判定プロセス）等を明示し，学生には事前にシラバスやホームページで公表するとと
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もにガイダンスにおいて周知を図っている。学位論文の受理，審査プロセスは，「学位規

程」に規定されている。審査の客観性・透明性を確保するため，博士論文の要旨及び審査

結果の公開，審査委員氏名の公表，学外審査委員の登用，公開報告会の実施など，各研究

科においてふさわしい審査体制となるよう配慮している。2013 年度の学位授与者は修士学

位 760名（2012年度 771名，2011年度 720名），博士学位（課程）49名（2012年度 41名，

2011年度 30名）である【4(4)-1-16：表 31】。 

 

２．点検・評価 

（１）効果が上がっている事項 

① 全学共通科目における学習成果指標の開発，測定のための取組み，教育評価に関わる

研修が試みられていること 

学習成果を測定するための工夫，開発について，全学共通科目を中心に指標を設定し，

その達成状況の把握に着手している。「国際協力人材育成プログラム」によるルーブリック

を活用した学習成果の評価，学部間共通総合講座「図書館活用法」によるプログラム評価

による授業改善，ｅラーニング（メディア授業，ユビキタス教育）におけるＧＰＡや単位

取得率等の直接指標による評価，情報教育科目群におけるミニマム・リクワイアメントの

設定と教員会議における検証等が例示される。これら個々の取り組みを「教育プログラム

評価研修会」として全学にフィードバックし，学習成果指標の開発，測定の促進に努めて

いる点は，評価される。さらに自己点検・評価全学委員会による「学修環境に関する学生

アンケート」は，全学的に学生の学習時間や学習方法について調査しており，間接的な学

習成果を評価，測定する手法として確立されつつある。 

② 「学修環境に関するアンケート」や「授業改善アンケート」を教育改善に活用できる

よう検討を進めていること 

「学修環境に関するアンケート」では分析報告書を発刊し，分析結果報告会を開催した。

大学全体，学部・研究科ごとに長所や，改善事項が浮き彫りになっている。例えば回答結

果においてスコアが低かった設問について，数年計画でこれを高めていく活用方法が考え

られたり，今回初めて得た情報については，新たな目標として設定したりするなど，今後

様々な場面で活用が可能な結果を得ることができた。「授業改善アンケート」についても，

「学生の自主的な学びを引き出す授業になっているか」「学生に新しい知識，考え方を教授

する授業になっているか」を検証できるよう設問項目を変更し，学生が「新たな知識や考

えを得ることができたか」を分析できるように学習成果に主眼をおいた改善を図ったとこ

ろであり，今後のさらなる活用に向けて検討が続けられている。 

 

（２）改善すべき事項 
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① 大学全体及び個々の学位プログラムにおける学習成果の設定と測定方法の開発が進ん

でいないこと 

 学習成果は，学位授与方針に規定されるもので学位プログラム別に設定され，成果ごと

に効果を測定し，その結果を受けて，学位プログラム（教育課程）の改善や，授業科目の

改善を進めるべきものであるが，各学部・研究科においては，学位授与方針に学習成果を

明示しているものの，方針レベルに留まっており，必ずしも効果を測定したり，学位プロ

グラム等の改善に結びつけたりするような具体的に学生の能力等を規定した内容には至っ

ていない。学習成果が不明確であるため，その測定方法も開発しにくい状況にある。 

② 学生個々の学習成果を，大学全体として把握する仕組みがない。 

学習成果の設定が不明瞭であるために，学生個々の学習成果の達成状況を把握する仕組

みがない。「授業改善アンケート」や「学修環境に関する学生アンケート」によって，個々

の授業の主観的な達成感や，学習全般を通じての満足感を把握する方法はあるものの，学

習成果を測定し，教育改善に結びつけるまでの情報にはなっていない。また，これらアン

ケートは学生個々の履修プロセスや単位取得状況，学籍異動の状況などと結びついたデー

タとなっていないため，学生個々の学習成果として評価すべき情報になっていない。 

 

３．将来に向けた発展方策 

（１）効果が上がっている事項 

① 全学共通科目における学習成果指標の開発，測定のための取組み，教育評価に関わる

研修によって理解を深めている 

ルーブリックを活用して授業科目の評価基準を定めたり，同じくリーブリックにより学

位プログラムの学習成果と授業科目の到達目標を明示したりするなど，今後，各学部・研

究科における学習成果指標や評価基準の設定に活用できる事例が登場してきており，先行

事例をもとに，適用できるプログラムを拡大する。また，「教育開発・支援センター」によ

る教育プログラム評価に関する教職員向け研修会も連続的に開催されるなど，学内での学

習機会も増えているが，より一層，機会を増やしていく。これら取組みをもとに，「学修環

境に関する学生アンケート」も活用しながら，学生の学習成果を把握し，本学の教育課程，

授業科目の改善につなげていく。 

② 「学修環境に関するアンケート」や「授業改善アンケート」を教育改善に活用できる

よう検討を深めている。 

「学修環境に関する学生アンケート」の分析は，設問間でのクロス分析にとどまってい

るため，今後は，大学がすでに保持している学生の学習履歴（授業の履修履歴，正課外教

育への参加状況，海外留学体験等）等とのクロス分析を行うことによって，さらに学習成

果を高めるための教育上の工夫を明確にすることができる。「学修環境に関する学習アンケ

ート」は，自己点検・評価全学委員会において，引き続き実施方法を検討し，クロス分析
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のためのデータ結合については，学長室「ＩＲワーキンググループ」がこれを支援する。 

「授業改善アンケート」については，個々の授業の状況を教員にフィードバックする段

階にあり，大学全体では集計結果を確認するのみで授業改善に利活用する仕組みがない。

授業改善アンケートの「集計結果報告会」の開催等の授業改善に向けた新たな取り組みの

推進や，個々の授業だけではなく教育課程の改善に資する分析を行えるよう設問を変更し

ているので，変更した設問の集計結果を活用した改善を図れるよう「教育開発・支援セン

ター」において検討する。 

 

（２）改善すべき事項 

① 学位プログラムにおける学習成果の設定と測定方法の開発が進んでいないこと 

 学習成果を学生が獲得するべき能力等の観点から明確化することが求められている。明

確化の作業にあたっては，学修効果の測定や学習成果の評価の視点を踏まえ，学位プログ

ラムの改善，さらには個々の授業科目の改善に資する検証プロセスを包含した仕組みと組

み合わせて活用できるように設定する。「学長スタッフ会議」において，教育目標を見直し，

「グランドデザイン 2020」の検証プロセスを構築することとしているので，まず大学全体

の教育目標の明確化に取り組む。 

 学習成果とは，シラバスを通じて，学位プログラムレベルの学習成果（学位授与方針）

と授業科目レベルの学習成果（シラバスの到達目標）が結びつけられ，その上で，学生が

適切に科目履修することを通じ，個々の学生が学習成果を達成するものである。学習成果

（学位授与方針）と到達目標（シラバス）との関係，これらを可視化した授業科目の体系

的配列等，学位プログラム全般を俯瞰して学習成果の設定・測定の開発に取り組む。 

② 学生個々の学習成果を，大学全体として把握する仕組みがないこと 

大学全体及び学位プログラムごとに学習成果の明確化を進めると同時に，「授業アンケー

ト」や「学修環境に関する学生アンケート」をデータと大学全体，学位プログラムごとの

教育体系，授業科目の配置状況等と結びつけ，教育課程の改善，授業改善に役立てる方策

を立案する。データの結合と分析（ＩＲ）については「学長室」が推進し，各種の教育改

善については，ＩＲの分析データを用いて「教育開発・支援センター」において教育計画

の開発を行う。さらに，学生個々の学習支援を充実し，所期の学習成果を上げるために，

学習履歴と各種アンケート等を結びつけた学習ポートフォリオをＩＲにおいて分析し，全

学については「教育開発・支援センター」，また学位プログラムについては各学部等の実地

主体に提供する。 
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